
仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H13 実施方法
政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

研修会参加回数 回 5 6 7 7 7 
研修会参加職員数 人 3 6 7 7 7 

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会参加回数 回 5 6 7 

研修会参加職員数 人 3 6 7 

事業費計 千円 3 3 3

一般財源 千円 3 3 3

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

研修会参加回数 回 5 6 7 値が大きいほど良い 効果が上がった

研修会参加職員数 人 3 6 7 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった
0指標 費用は下がった
0指標 費用の増減無し 〇

効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2024年8月9日

栃木県児童館連絡協議会西児童館参画事業 一般事業

こども福祉部 単年度繰り返し
こども課 継続事業
西児童館 市単独事業

任意的事業
直営

参画事業

栃木県児童館連絡協議会に会員として負担金を支出している。また、協議会主催の会議や研修会に参加することにより、児童館職員の意見交換や職務の資質の
向上を図っている。
 ※協議会とは栃木県子ども総合科学館と県内１４市町の児童館等４１館で構成し、児童館運営の充実強化と児童福祉の増進を目的とした団体である。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果
効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

現状維持

担当組織 予算
科目

栃木県児童館連絡協議会西
児童館参画事業

政策体系 児童福祉法
栃木県児童館連絡協議会会

則

事業
期間

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

・児童館相互交流により、他市等の状況や有効な知識や情報を基
に、児童館主催の各イベント運営に役立てる。
・研修会等参加し、児童館職員の資質向上を図る。

効果説明
(定量及び

定性)

・協議会の各種研修会に参加することにより、新たな情報・知識を
習得することができる。その情報・知識を西児童館の各イベント運営
に役立てることにより、イベントに参加した方々に十分な満足が得ら
れることに寄与する。

効果
(R5とR4の

指標値増減)

費
用

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

（市の活動）
栃木県児童館連絡協議会に負担金を支出し、会議や研修会に参
加。
　(栃木県児童館連絡協議会の活動)
総会、役員会、職員研修の充実、普及啓発活動、児童館相互の
交流活動の充実、児童厚生員二級指導員の資格認定研修の実
施等。



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H9 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 12,000 12,000

事業参加者総数 人 1,075 1,465 1,931 2,000 2,000

修繕箇所 箇所 4 4 4 0 0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

子育て教室開催回数 回 32 30 36

各種教室開催回数 回 39 40 50

行事開催回数 回 0 3 5

事業費計 千円 14,271 14,043 14,782

一般財源 千円 10,524 9,615 10,482

特定財源（国・県・他） 千円 3,747 4,428 4,300

　　　（うち受益者負担） 千円 646 700 716

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 値が大きいほど良い 効果が上がった

事業参加者総数 人 1,075 1,465 1,931 値が大きいほど良い 効果が上がった

修繕箇所 箇所 4 4 4 値が小さいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館主催の各種事業を滞りなく実施することにより、児童館入

館者及び各種事業への参加者増を図る。

・修繕が必要とされる箇所を修繕することにより、利用者が安心し

て、また、安全に利用できるようにする。

・児童の健全育成を図るとともに遊びの提供の場として、こどもやその保護者など地域住民がいつでも気軽に遊んだり、各種事業に自由に参加できることにより、地域

の連携を深め、また子育てに伴う経済的、精神的負担が軽減されることを目的として、子育て支援事業や四季の行事等を実施する。 

・施設を安全に維持管理する。

児童福祉法

佐野市児童館条例

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

南児童館管理運営事業

こども福祉部

こども課

南児童館
南児童館管理運営事業

担当組織

ホームページに最新情報を掲載し、周知を図るとともに、来観者へ口こみで案内する。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・子育て教室「やんちゃママ＆キッズクラブ」の実施（毎週月曜日開

催）

・四季おりおりの行事開催

・各種教室の実施（工作タイム、スポーツタイム、スターウォッチング

など）

・定期的に館内外の清掃及び安全点検等の実施

※空調設備改修工事のため、４月20日から４月28日まで休館

  

指標全体

多くの市民等に来館していただくために、イベント等のPRし、周知を図る

効果説明
(定量及び

定性)

・新型コロナウイルスが第５類へ移行し、規制が緩和されたことにより

入館者等の数値が徐々にではあるが以前の状況に戻りつつある。例

えば、令和2年度7,518人が令和5年度11,316人へと入館者が

増え、もとに戻りつつある。また、減った事業者への参加者数を取り

戻すため、実施事業のＰＲ活動を重点的に実施した。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H8 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

研修会参加回数 回 7 7 7 7 7

研修会参加職員数 人 3 3 6 7 7

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会参加回数 回 4 6 5

研修会参加職員数 人 4 6 5

事業費計 千円 3 3 3

一般財源 千円 3 3 3

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

研修会参加回数 回 3 3 6 値が大きいほど良い 効果が上がった

研修会参加職員数 人 3 3 6 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館相互交流により、他市等の状況や有効な知識や情報を基

に、児童館主催の各イベント運営に役立てる。

・研修会等参加し、児童館職員の資質向上を図る。

栃木県児童館連絡協議会に会員として負担金を支出している。また、協議会主催の会議や研修会に参加することにより、児童館職員の意見交換や資質の向上

を図っている。

※協議会とは、栃木県子ども総合科学館と県内14市町の児童館等４１館で構成し、児童館運営の充実強化と児童福祉の増進を目的とした団体である。

児童福祉法

栃木県児童館連絡協議会

会則

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県児童館連絡協議会田沼児童館参画事業

こども福祉部

こども課

田沼児童館

栃木県児童館連絡協議会

田沼児童館参画事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

栃木県児童館連絡協議会に負担金を支出し、会議や研修会に

参加。

（栃木県児童館連絡協議会の活動）

総会、役員会、職員研修の充実、普及啓発活動、児童館相互の

交流活動の充実、児童厚生員二級指導員の資格認定研修の実

施等。

指標全体

現状維持

効果説明
(定量及び

定性)

・栃木県児童館連絡協議会の各種研修会に参加することにより、

新たな情報・知識を習得することができる。その情報・知識を東児童

館の各イベント運営に役立てることにより、イベントに参加した方々に

十分な満足が得られることに寄与する。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H11 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

研修会参加回数 回 4 6 5 6 6

研修会参加職員数 人 4 6 5 6 6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会参加回数 回 4 6 5

研修会参加職員数 人 4 6 5

事業費計 千円 3 3 3

一般財源 千円 3 3 3

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

研修会参加回数 回 4 6 5 値が大きいほど良い 効果が下がった

研修会参加職員数 人 4 6 5 値が大きいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

2指標 費用の増減無し 〇
効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

（市の活動）

栃木県児童館連絡協議会に負担金を支出し、会議や研修会に

参加。

（栃木県児童館連絡協議会の活動）

総会、役員会、職員研修の充実、普及啓発活動、児童館相互の

交流活動の充実、児童厚生員二級指導員の資格認定研修の実

施等。

指標全体

現状維持

効果説明
(定量及び

定性)

・栃木県児童館連絡協議会の各種研修会に参加することにより、

新たな情報・知識を習得することができる。その情報・知識を東児童

館の各イベント運営に役立てることにより、イベントに参加した方々に

十分な満足が得られることに寄与する。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県児童館連絡協議会東児童館参画事業

こども福祉部

こども課

東児童館

栃木県児童館連絡協議会

東児童館参画事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館相互交流により、他市等の状況や有効な知識や情報を基

に、児童館主催の各イベント運営に役立てる。

・研修会等参加し、児童館職員の資質向上を図る。

栃木県児童館連絡協議会に会員として負担金を支出している。また、協議会主催の会議や研修会に参加することにより、児童館職員の意見交換や資質の向上

を図っている。

※協議会とは、栃木県子ども総合科学館と県内14市町の児童館等４１館で構成し、児童館運営の充実強化と児童福祉の増進を目的とした団体である。

児童福祉法

栃木県児童館連絡協議会

会則

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H11 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

入館者数 人 8,558 11,538 12,094 12,500 12,500

各種事業開催回数 人 57 79 116 120 120

各種事業参加者数 人 1,185 2,056 2,109 2,200 2,200

修繕箇所 箇所 1 3 1 1 1

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

子育て教室開催回数 回 31 37 37

各種教室開催回数 回 26 37 46

行事開催回数 回 0 5 5

事業費計 千円 12,540 13,089 13,982

一般財源 千円 8,649 9,145 10,365

特定財源（国・県・他） 千円 3,891 3,944 3,617

　　　（うち受益者負担） 千円 554 506 417

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

入館者数 人 8,558 11,538 12,094 値が大きいほど良い 効果が上がった

各種事業開催回数 人 57 79 116 値が大きいほど良い 効果が上がった

各種事業参加者数 人 1,185 2,056 2,109 値が大きいほど良い 効果が上がった

修繕箇所 箇所 1 3 1 値が小さいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

4指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館主催の各種事業を滞りなく実施することにより、児童館入

館者及び各種事業への参加者増を図る。

・修繕が必要とされる箇所を修繕することにより、利用者が安心し

て、また、安全に利用できるようにする。

・児童の健全育成を図るとともに遊びの提供の場として、こどもやその保護者など地域住民がいつでも気軽に遊んだり、各種事業に自由に参加できることにより、地域

の連携を深め、また子育てに伴う経済的、精神的負担が軽減されることを目的として、子育て支援事業や四季の行事等を実施する。 

・施設を安全に維持管理する。

児童福祉法

佐野市児童館条例

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

東児童館管理運営事業

こども福祉部

こども課

東児童館
東児童館管理運営事業

担当組織

子育て教室や各事業への参加者を増やすため、ホームページ等への掲載、各種施設（公民

館、学校、近隣金融機関、商店等）でのポスターの掲示等、より多くの方々の目に留まる周

知方法の改善に努める。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・子育て教室「わいわいタイム」の実施（毎週木曜日開催）

・四季おりおりの行事開催

・各種教室の実施（工作タイム、スポーツタイム、スターウォッチング

など）

・定期的に館内外の清掃及び安全点検等の実施

指標全体

より多くの方々に子育て教室や各事業への参加を促すための周知方法等の検討

効果説明
(定量及び

定性)

・新型コロナウイルスが第５類へ移行し、規制が緩和されたことにより

入館者等の数値が徐々にではあるが以前の状況に戻りつつある。ま

た、減った事業者への参加者数を取り戻すため、実施事業のＰＲ

活動を重点的に実施した。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H9 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

研修会参加回数 回 6 6 7 6 6

研修会参加職員数 人 6 6 7 6 6

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会参加回数 回 6 6 7

研修会参加職員数 人 6 6 7

事業費計 千円 3 3 3

一般財源 千円 3 3 3

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

研修会参加回数 回 6 6 7 値が大きいほど良い 効果が上がった

研修会参加職員数 人 6 6 7 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・県児童館連絡協議会主催の総会及び年度当初予定されていた

研修会に館長はじめ児童厚生員が参加した。また、急遽、開催さ

れた研修会にも参加した。

指標全体

現状維持

効果説明
(定量及び

定性)

・県児童館連絡協議会の各種研修会に参加することにより、新たな

情報・知識を習得することができる。その情報・知識を南児童館の

各イベント運営に役立てることにより、イベントに参加した方々に十

分な満足が得られることに寄与する。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県児童館連絡協議会南児童館参画事業

こども福祉部

こども課

南児童館

栃木県児童館連絡協議会

南児童館参画事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・県児童館連絡協議会主催の研修会に児童厚生員が参加し、新

たな知識や情報を得ることを目的とする。その新たな知識・情報を基

に、児童館主催の各イベント運営に活かし、参加者に十分な満足

が得られるようにする。

栃木県児童館連絡協議会に会員として負担金を支出している。また、協議会主催の会議や研修会に参加することにより、児童館職員の意見交換や資質の向上

を図っている。

児童福祉法

栃木県児童館連絡協議会

会則

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H9 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 12,000 12,000

事業参加者総数 人 1,075 1,465 1,931 2,000 2,000

修繕箇所 箇所 4 4 4 0 0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

子育て教室開催回数 回 32 30 36

各種教室開催回数 回 39 40 50

行事開催回数 回 0 3 5

事業費計 千円 14,271 14,043 14,782

一般財源 千円 10,524 9,615 10,482

特定財源（国・県・他） 千円 3,747 4,428 4,300

　　　（うち受益者負担） 千円 646 700 716

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 値が大きいほど良い 効果が上がった

事業参加者総数 人 1,075 1,465 1,931 値が大きいほど良い 効果が上がった

修繕箇所 箇所 4 4 4 値が小さいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

1指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館主催の各種事業を滞りなく実施することにより、児童館入

館者及び各種事業への参加者増を図る。

・修繕が必要とされる箇所を修繕することにより、利用者が安心し

て、また、安全に利用できるようにする。

・児童の健全育成を図るとともに遊びの提供の場として、こどもやその保護者など地域住民がいつでも気軽に遊んだり、各種事業に自由に参加できることにより、地域

の連携を深め、また子育てに伴う経済的、精神的負担が軽減されることを目的として、子育て支援事業や四季の行事等を実施する。 

・施設を安全に維持管理する。

児童福祉法

佐野市児童館条例

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

南児童館管理運営事業

こども福祉部

こども課

南児童館
南児童館管理運営事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・子育て教室「やんちゃママ＆キッズクラブ」の実施（毎週月曜日開

催）

・四季おりおりの行事開催

・各種教室の実施（工作タイム、スポーツタイム、スターウォッチング

など）

・定期的に館内外の清掃及び安全点検等の実施

※空調設備改修工事のため、４月20日から４月28日まで休館

  

指標全体

現状維持

効果説明
(定量及び

定性)

・新型コロナウイルスが第５類へ移行し、規制が緩和されたことにより

入館者等の数値が徐々にではあるが以前の状況に戻りつつある。ま

た、減った事業者への参加者数を取り戻すため、実施事業のＰＲ

活動を重点的に実施した。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般会計 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 4 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

子育て支援まちなかプラザ一日平均来館者数 人 10 10 10 15 15

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

除草作業回数 回 3 3 3

事業費計 千円 30 30 50

一般財源 千円 30 30 50

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

子育て支援まちなかプラザ一日平均来館者数 人 5 6 11 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月5日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

こどもとその保護者が、安心して過ごせる場所がある。

市管理である児童遊園地の維持管理

越名児童遊園地　　所在地：越名町153　　面積：867㎡

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

市管理児童遊園地維持管理事業

こども政策課

こども課

こども育成係

市管理児童遊園地維持管

理事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

市管理である児童遊園地の維持管理のため、地元町会に除草作

業を委託した。

・除草回数：年３回

・町会委託料：50,000円

指標全体

・地元町会から除草等委託料について増額の要望があった。

効果説明
(定量及び

定性)

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当あり コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 4 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 平成17 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

子育て支援まちなかプラザ一日平均来館者数 人 10 10 10 15 15

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

補助金交付町会数 箇所 1 0 1

事業費計 千円 468 0 74

一般財源 千円 468 0 74

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

子育て支援まちなかプラザ一日平均来館者数 人 5 6 11 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月5日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

こどもとその保護者が、安心して過ごせる場所がある。

町会等が設置している児童遊園地遊具施設の整備に対し補助金を交付する。

・補助率1/2、上限50万円

佐野市児童遊園地遊具施

設整備費補助金交付要綱

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

町会等設置遊園地遊具整備支援事業

こども福祉部

こども課

こども育成係

町会等設置遊園地遊具整

備支援事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

えびす児童遊園地（久保町） 　74,250円

遊具撤去

指標全体

・社会情勢の変化により、戸外でこどもだけで遊ぶ機会が減り、児童遊園地の利用者は減少している。

効果説明
(定量及び

定性)

・新たに遊具等を設置せるのではなく、近年は遊具の撤去作業が多

い。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

支援事業

効果
効果が上がった指標数











仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし
施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報
部 予算中事業名 会計 一般 事業計画
課 款 3 新規or継続
係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意
基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H13 実施方法
政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 事業分類
施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値
（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値
効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

各種事業の開催回数 回 93 116 116 120 120
各種事業の参加人数 人 1,168 1,592 1,197 1,600 1,600
入館者数 人 5,142 6,762 6,531 7,000 7,000
施設の修繕件数 件 3 1 1 1 1

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明
（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

子育て教室開催回数 回 49 58 58

各種教室開催回数 回 44 54 54

行事開催回数 回 0 4 4

事業費計 千円 11,884 12,114 12,611

一般財源 千円 9,543 9,911 9,382

特定財源（国・県・他） 千円 2,341 2,203 3,229

　　　（うち受益者負担） 千円 166 252 433

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい
効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

各種事業の開催回数 回 93 116 116 値が大きいほど良い 効果は変わらない

各種事業の参加人数 人 1,168 1,592 1,197 値が大きいほど良い 効果が下がった

入館者数 人 5,142 6,762 6,531 値が大きいほど良い 効果が下がった

施設の修繕件数 件 3 1 1 値が小さいほど良い 効果は変わらない

（５）費用対効果結果（自動判定）
費用は下がった ※１０万円以上の増減により判断
0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった
2指標 費用は下がった 〇
2指標 費用の増減無し

効果が下がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討
（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組
取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）
事業効果を上げるための事務改善の検討
事業費の見直し検討
業務時間効率化のための事務改善の検討
特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

2024年8月9日

西児童館管理運営事業 一般事業

こども福祉部 単年度繰り返し
こども課 継続事業
西児童館 国県補助事業

任意的事業
一部委託

施設維持管理事業

・児童の健全育成を図るとともに遊びの提供の場として、こどもやその保護者など地域住民がいつでも気軽に遊んだり、各種事業に自由に参加できることにより、地域
の連携を深め、また子育てに伴う経済的、精神的負担が軽減されることを目的として、子育て支援事業や四季の行事等を実施している。
・施設を安全に維持管理する。

費用（R5とR4の一般財源増減） 効果
効果が上がった指標数
効果は変わらない指標数
効果が下がった指標数

指標全体

悪天候や、ＰＲ不足などの影響により季節のイベントや各種教室の参加者が減少したことにより、入館者数も減少した。

担当組織 予算
科目西児童館管理運絵事業

政策体系 児童福祉法
佐野市児童館条例

事業
期間

目的
(本事業に
よって成し
遂げたい
状態)

・児童館主催の各種事業を滞りなく実施することにより、児童館入
館者及び各種事業への参加者増を図る。
・修繕が必要とされる箇所を修繕することにより、利用者が安心し
て、また、安全に利用できるようにする。

効果説明
(定量及び
定性)

・新型コロナウイルスが第５類へ移行したが、入館者数等の改善に
は至らなかった。
・減った事業への参加者数を取り戻すため、実施事業のＰＲ活動を
重点的に実施した。
・こどもとその保護者が、安心して過ごせる場所がある。

効果
(R5とR4の
指標値増減)

費
用

子育て教室や各種事業への参加者を増やすためのイベントのPR策として、ホームページ、SNS
への掲載、各種施設でのポスターの掲示など人の目にとまる事業の改善に努める。

活動実績
(R５年度に
行った主な活
動内容）

・ハイハイタイム（毎月第１～３火曜日）やのびのびタイム（毎月
第１～３金曜日）子育て教室、ミニミニ運動会、ミニミニクリスマス
会、ミニミニお楽しみ会の実施。
・スポーツタイム、工作タイム、折り紙タイム、スターウオッチングなど各
種教室の開催。
・ゴーゴー児童館、西児童館フェア、豆まき会、ひなまつり会など季節
のイベントを開催
・定期的に館内外の清掃および安全点検等の実施





仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H12 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の整備

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

研修会参加者数 人 4 4 4 4 4

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

研修会参加者数 人 4 2 3

事業費計 千円 3 3 3

一般財源 千円 3 3 3

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

研修会参加者数 人 4 2 3 値が大きいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用の増減無し ※１０万円以上の増減により判断

1指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し 〇
効果が上がった 費用が増加した

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

栃木県児童館連絡協議会総会資料の年間スケジュールから研修メニューを事前に把握し、計

画的に児童厚生員が研修に参加できるようにする。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・研修会、児童厚生員等講習会への参加（３人）

　館長研修１回、児童厚生員研修１回２名

・栃木県児童館連絡協議会へ負担金の支出

指標全体

毎年４月に栃木県児童館連絡協議会総会で年間の活動計画が示されるが、申込通知等は後日送付されるので、希望する研修を受講できない場合もあった。

効果説明
(定量及び

定性)

目標値には及ばなかったが、研修スケジュール内容から児童厚生員

の希望する研修に参加してもらうことはできた。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

参画事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

栃木県児童館連絡協議会こどもの国参画事業

こども福祉部

こども課

こどもの国

栃木県児童館連絡協議会こ

どもの国参画事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

職員（館長及び児童厚生員等）の資質の向上及び他の児童館

との交流や情報交換が図られる。

栃木県児童館連絡協議会に会員児童館として負担金を支出し、県協議会の研修やブロック別研修会に参加、その結果情報等を職員間で共有することで、児童

厚生員の資質向上、児童厚生員事業の新たな遊びの情報収集、他の児童館との交流・情報収集を図る。

児童福祉法、栃木県児童館

連絡協議会会則

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

市単独事業



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H４ 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 H５ 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 12,000 12,000

修繕箇所数 箇所 0 0 4 0 0

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

改修したエアコン台数 台 0 11

改修した室外機台数 台 0 3

事業費計 千円 0 0 10,299

一般財源 千円 0 10,299

特定財源（国・県・他） 千円

　　　（うち受益者負担） 千円

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

入館者数 人 8,435 8,740 11,316 値が大きいほど良い 効果が上がった

修繕箇所数 箇所 0 4 0 値が小さいほど良い 効果が上がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

2指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

0指標 費用の増減無し

効果が上がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

令和6年8月9日

単年度のみ

新規事業

市単独事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・施設利用者が安心・安全に利用できるように施設の維持管理を

行う。

・施設利用者が安心・安全に施設が利用できるよう空調設備の改修を行う。

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

南児童館空調設備改修事業

こども福祉部

こども課

南児童館

南児童館空調設備改修

事業

担当組織

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・経年劣化が原因で不具合が生じている空調設備（エアコン11

台、室外機３台）の改修を行った。

指標全体

事業終了

効果説明
(定量及び

定性)

・老朽化し不具合が生じていた空調設備を新たなものに改修するこ

とにより、利用者が快適に利用できた。併せて、使用電気料の削減

もできた。例えば、令和4年度1,032,521円かかっていた電気代も

令和5年度は756,455円と削減できた。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

義務的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数



仕事の振り返りシート（令和５年度実施分） 作成・更新日

事業名 実施計画事業or一般事業 市長公約 該当なし 総合戦略 該当なし

施策横断的な取組との関連性 SDGs 該当なし コンパクトシティ 該当なし スマートシティ 該当なし

１．基本情報

部 予算中事業名 会計 一般 事業計画

課 款 3 新規or継続

係 項 2 市単独or国県補助

体系コード 322 名称 根拠法令、条例等 目 6 義務or任意

基本目標 3 健やかで元気に暮らせるまちづくり 開始年度 H8 実施方法

政策 2 安心して子育てのできるまちづくり 終了年度 ー 事業分類

施策 2 子育てしやすい環境の確保

２．事業概要と目的及び（基本計画期間内）目標値

（１）事業概要

事業概要

（２）目的 （３）目標値

効果指標 単位 R3 R4 R5 R6 R7

入館者数 人 5,082 9,032 8,836 9,000 9,000

各種事業開催回数 人 85 108 106 110 110

各種事業参加者数 人 1,251 2,342 2,055 2,200 2,200

修繕件数 件 1 1 4 1 1

３．前年度の実績（活動及び費用対効果）説明

（１）活動実績 （２）活動を説明する数値データ及び事業費の推移

活動指標 単位 R3 R4 R5

子育て教室開催回数 回 48 54 52

各種教室開催回数 回 37 49 49

行事開催回数 回 0 5 5

事業費計 千円 11,802 12,722 13,974

一般財源 千円 8,369 9,101 10,682

特定財源（国・県・他） 千円 3,433 3,621 3,292

　　　（うち受益者負担） 千円 305 506 292

（３）活動による効果 （４）事業効果を説明する数値データの推移 ↓選択して下さい

効果指標 単位 R3 R4 R5 指標の性質 R4とR5の比較

入館者数 人 5,082 9,032 8,836 値が大きいほど良い 効果が下がった

各種事業開催回数 人 85 108 106 値が大きいほど良い 効果が下がった

各種事業参加者数 人 1,251 2,342 2,055 値が大きいほど良い 効果が下がった

修繕件数 件 1 1 4 値が小さいほど良い 効果が下がった

（５）費用対効果結果（自動判定）

費用が増加した ※１０万円以上の増減により判断

0指標 効果が上がった 効果は変わらない 効果が下がった

0指標 費用は下がった

4指標 費用の増減無し

効果が下がった 費用が増加した 〇

４．次年度に向けた検討

（１）令和５年度の事業実施における反省点、環境変化や関係者からの意見等を踏まえた検討課題、費用対効果向上のための課題

（２）上記反省点及び課題を踏まえた、令和６年度及び令和７年度の取組

取組説明

事業の在り方検討（廃止、休止、再編成、受益者負担の見直しなど）

事業効果を上げるための事務改善の検討

事業費の見直し検討

業務時間効率化のための事務改善の検討

特に検討事項無し（現状維持又は現状の計画通り）

担当組織

子育て教室や各事業への参加者を増やすため、ホームページ等への掲載、各種施設（学校、

近隣金融機関、商店等）でのポスターの掲示等、より多くの方々の目に留まる周知方法の改

善に努める。

活動実績
(R５年度に

行った主な活

動内容）

・子育て教室「にこにこタイム」の実施（毎週月曜日開催）

・子育て教室「ドレミルーム」の実施（第２、第４水曜日実施）

・四季おりおりの行事開催

・各種教室の実施（工作タイム、折り紙タイム、スポーツタイム、ス

ターウォッチングなど）

・定期的に館内外の清掃及び安全点検等の実施

指標全体

より多くの方々に子育て教室や各事業への参加を促すための周知方法等の検討

効果説明
(定量及び

定性)

・新型コロナウイルスが第５類へ移行し、規制が緩和されたことにより

入館者等の数値が徐々にではあるが以前の状況に戻りつつある。ま

た、減った事業者への参加者数を取り戻すため、実施事業のＰＲ

活動を重点的に実施した。R4とR5の一般来館者数（こどもクラブ

利用児童を除く）を比較すると、R4が5,615人、R5が6,586人で

あった。

費

用

費用（R5とR4の一般財源増減）

効果
(R5とR4の

指標値増減)

任意的事業

直営

施設維持管理事業

効果
効果が上がった指標数

一般事業

予算

科目

事業

期間

効果は変わらない指標数

田沼児童館管理運営事業

こども福祉部

こども課

田沼児童館
田沼児童館管理運営事業

効果が下がった指標数

政策体系

目的
(本事業に

よって成し

遂げたい

状態)

・児童館主催の各種事業を滞りなく実施することにより、児童館入

館者及び各種事業への参加者増を図る。

・修繕が必要とされる箇所を修繕することにより、利用者が安心し

て、また、安全に利用できるようにする。

・児童の健全育成を図るとともに遊びの提供の場として、こどもやその保護者など地域住民がいつでも気軽に遊んだり、各種事業に自由に参加できることにより、地域

の連携を深め、また子育てに伴う経済的、精神的負担が軽減されることを目的として、子育て支援事業や四季の行事等を実施する。 

・施設を安全に維持管理する。

児童福祉法

佐野市児童館条例

令和6年8月9日

単年度繰り返し

継続事業

国県補助事業


